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平成 14年 2月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 3月 28日

上   場   会   社   名       株式会社　良品計画 上場取引所東

コード番号       7453 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理財務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　青木雅夫 TEL (03) 3989 - 4930
決算取締役会開催日　　平成 14年 3月 28日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 14年 5月 22日 単元株制度採用の有無　　有（１単元　100株）

１. 14年  2月期の業績（平成 13年 3月 1日 ～ 平成 14年 2月 28日）
(1)経営成績

　　　　　営  業  収  益 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  2月期 112,513 1.3 6,807 △ 44.2 6,950 △ 43.8

13年  2月期 111,068 5.4 12,194 △ 10.6 12,369 △ 9.2

         　当 期 純 利 益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  2月期 413 △ 92.3 14.71 - 1.1 13.3 6.2

13年  2月期 5,355 △ 13.1 190.75 - 14.4 23.4 11.1
(注)①期中平均株式数 14年  2月期    28,077,782 株　　　13年  2月期    28,077,964 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  2月期 44.00 22.00 22.00 1,235 299.0 3.2

13年  2月期 44.00 22.00 22.00 1,235 23.1 3.2

（注）14年  2月期期末配当金の内訳　　　記念配当　              円     銭、　特別配当　              円     銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  2月期 50,639 38,384 75.8 1,367.09

13年  2月期 54,094 39,203 72.5 1,396.30

（注）①期末発行済株式数　14年  2月期       28,077,738　株　　　13年  2月期       28,076,684株

      ②期末自己株式数   　14年  2月期                 262　株　　　13年  2月期              1,316株

２. 15年  2月期の業績予想（ 平成 14年 3月 1日  ～  平成 15年 2月 28日 ）
営業収益 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 57,900 3,800 1,000 22.00 － －

通　　期 114,900 8,000 2,500 － 22.00 44.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               89円 04銭
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貸  借  対  照  表  
                                                     （百万円未満切捨て） 

当 期 前 期 比較増減 当 期 前 期 比較増減 

平 成 1 4 年 平 成 1 3 年  平 成 1 4 年 平 成 １２年  

期   別 

 

 

科   目 
2 月 2 8 日 現 在 2月28日現在 （△は減） 

期   別 

 

 

科   目 
2 月 2 8日現在 2月29日現在 （△は減） 

（ 資  産  の  部  ）     （ 負 債 の 部 ）     

流 動 資 産     流 動 負 債     

 現 金 及 び 預 金 １,５３０ ２,７６６ △ １,２３５  支 払 手 形        ６７２ ４９６  １７５ 

 受 取 手 形 ２８ －  ２８  買 掛 金         ４,７３２ ４,７１７  １４ 

 売 掛 金 ３,４６５ ３,２６５  ２００  短 期 借 入 金        １,６００ １,４００  ２００ 

 自 己 株 式 － ３ △ ３  未 払 金            １４６ ５８３ △ ４３６ 

 商 品 ９,４３３ １０,９３１ △ １,４９８  未 払 法 人 税 等      ５７ １,４６８ △ １,４１１ 
 貯 蔵 品 ３１ ３５ △ ３  未 払 消 費 税 等      ９０ １１４ △ ２３ 

 前 渡 金 １８０ ５９  １２１  未 払 費 用          １,６８１ ２,１７６ △ ４９５ 

 前 払 費 用 ５６４ ５１５  ４８  賞 与 引 当 金        － ２５６ △ ２５６ 

 繰 延 税 金 資 産 ３９０ ２３７  １５３  営業外支払手形    ５７３ １,５０６ △ ９３２ 

 子会社短期貸付金 － ６０ △ ６０  その他流動負債    ２９３ ２３６  ５７ 

 未 収 入 金 ２,５７４ ２,８５４ △ ２８０ 流 動 負 債 計 ９,８４８ １２,９５６ △ ３,１０７ 

 立 替 金 ７０８ １,４３９ △ ７３１      

 そ の 他 流 動 資 産 ３０８ ２５３  ５４ 固 定 負 債     

 貸 倒 引 当 金 △   ２６ △   ４０  １４  退職給付引当金    １,９３３ １,４５０  ４８２ 

流 動 資 産 計 １９,１９０ ２２,３８３ △ ３,１９３  役員退職            

        慰労引当金    ２４０ ２５４ △ １４ 

固 定 資 産       その他固定負債 ２３３ ２２９  ３ 

有 形 固 定 資 産     固 定 負 債 計 ２,４０６ １,９３４  ４７２ 

 建 物 ７,９９７ ８,０２４ △ ２７ 負 債 合 計 １２,２５５ １４,８９０ △ ２,６３５ 

 構 築 物 １４６ １７３ △ ２７      

 機 械 及 び 装 置 ６９６ ８４４ △ １４７      

 車 両 運 搬 具 ２ ３ △ １      

 工具器具及び備品 ２,２４０ ２,９７１ △ ７３１      

 土 地 ２４６ ２４６  －      

 建 設 仮 勘 定 － ４１４ △ ４１４      

有形固定資産計 １１,３２９ １２,６７８ △ １,３４９      

                    

無 形 固 定 資 産          

 借 地 権 １,４７８ １,４７８  －      

 商 標 権 ２０ ２５ △ ５      

 ソ フ ト ウ ェ ア １,７３８ １,３９１  ３４７      

その他無形固定資産 ３７ ３７  －      

無形固定資産計 ３,２７４ ２,９３２  ３４１                

               （ 資 本 の 部 ）     

投 資 等     資 本 金 ６,７６６ ６,７６６  － 

 投 資 有 価 証 券 ５１８ ３１１  ２０６ 法 定 準備金     

 子 会 社 株 式 １,８７３ ２１１  １,６６１  資 本 準 備 金        １０,０７５ １０,０７５  － 

 子会社長期貸付金 ２３６ １,１６１ △ ９２４  利 益 準 備 金        ４９３ ３６９  １２３ 

 長 期 前 払 費 用 ２２ １５  ６ 法 定 準 備 金 計 １０,５６８ １０,４４５  １２３ 

 繰 延 税 金 資 産 １,１０２ １,２５７ △ １５４      

 差 入 保 証 金 ５,９５８ ５,９６３ △ ５ 剰 余 金     

 敷 金 ７,０３６ ５,９２１  １,１１４  別 途 積 立 金        ２０,５００ １６,０００  ４,５００ 
 出 店 仮 勘 定 － ８３５ △ ８３５ 当期未処分利益    ５４６ ５,９９２ △ ５,４４６ 

 破 産 更 生債権等 ９２ －  ９２ （うち当期利益 )   (４１３)  (５,３５５) （△ 4,942） 

 そ の 他 投 資 等 １３９ ４２９ △ ２８９ 剰 余 金 計 ２１,０４６ ２１,９９２ △ ９４６ 

 貸 倒 引 当 金 △     １３４ △      ７ △ １２７ 評 価 差 額 金 ４ －  ４ 

投 資 等 計 １６,８４６ １６,１００  ７４６ 自 己 株 式 △０ △０ △ ０ 

固 定 資 産 計 ３１,４４９ ３１,７１１ △ ２６１ 資 本 合 計 ３８,３８４ ３９,２０３ △ ８１８ 

資 産 合 計 ５０,６３９ ５４,０９４ △ ３,４５４ 負 債 ・資 本 合 計 ５０,６３９ ５４,０９４ △ ３,４５４ 
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損  益  計  算  書 

 
 

                  （百万円未満切捨て） 

当 期 前 期           

自 平成１３年３月  １日 自 平成１２年３月  １日           

至 平成１４年２月２８日  至 平成１３年２月２８日  前 期 対 比 

              

             期      別 

 

 

 

 

科      目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比           

（経 常 損 益 の 部 ）    ％     ％          ％ 

営 業 損 益 の 部                                             

営 業 収 益 （１１２，５１３ ） １００．０ （１１１，０６８ ） １００．０ １０１．３ 

売 上 高 １１１，８８０  １１０，５９６   

そ の 他 の 営 業 収 益 ６３３  ４７２   

営 業 費 用 （１０５，７０５ ） ９３．９ （  ９８，８７４ ） ８９．０ １０６．９ 

売 上 原 価 ６８，４２９  ６４，９５８   

販売費及び一般管理費 ３７，２７６  ３３，９１６   

営 業 利 益 ６，８０７ ６．０ １２，１９４ １１．０ ５５．８ 

営 業 外 損 益 の 部      

営 業 外 収 益 （       ２７５ ） ０．２ （       ２２０ ） ０．２ １２５．３ 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ３４  ８２   

そ の 他 の 営 業 外 収 益 ２４１  １３７   

営 業 外 費 用 （       １３２ ） ０．１ （        ４４ ） ０．１ ２９９．７ 

支 払 利 息 ７  ５   

そ の 他 の 営 業 外 費 用 １２５  ３８   

経 常 利 益 ６，９５０ ６．１ １２，３６９ １１．１ ５６．２ 

（特 別 損 益 の 部 ）      

特 別 利 益 （       ２６３ ） ０．２ （        ２７ ） ０．０ ９６５．３ 

従業員積立保険解約返戻金 ２６３  １２   

そ の 他 の 特 別 利 益 －  １４   

特 別 損 失 （    ６，５６２ ） ５．８ （    ２，３９９ ） ２．２ ２７３．５ 

固 定 資 産 売 却 損 －  ２３   

固 定 資 産 除 却 損 ４７３  ９４５   

商 品 評 価 損 １，４００  －   

商 品 廃 棄 損 ２，４４６  －   

店 舗 賃 借 解 約 損 １２１  １６   

投 資 有 価 証 券 評 価 損 －  ４３   

子 会 社 株 式 評 価 損 ４６  １，３６９   

子 会 社 支 援 損 １，４４９  －   

退職給付会計基準変更時差異 ４４９  －   

そ の 他 の 特 別 損 失 １７４  －   

税 引 前 当 期 利 益 ６５１ ０．５ ９，９９７ ９．０ ６．５ 

法人税、住民税及び事業税 ２４０  ４，６７２  ５．１ 

法 人 税 等 調 整 額 △      １  △      ２９  － 

当 期 利 益 ４１３ ０．３ ５，３５５ ４．８ ７．７ 

前 期 繰 越 利 益 ８１２  １，３１５  ６１．７ 

中 間 配 当 額 ６１７  ６１７  １００．０ 

中間配当に伴う利益準備金積立額 ６１  ６１  １００．０ 

当 期 未 処 分 利 益                 ５４６  ５，９９２  ９．１ 
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利 益 処 分 案  
 

                        (百 万 円 未 満 切 捨 て ） 

  
 

当 期  前 期  比 較 増 減  

期 別  
 
 
 

科 目  
（平 成 １４年 ２月 期 ）（平 成 1 3 年 ２月 期 ）（ △ は 減 ） 

 

当 期 未 処 分 利 益  ５４６ 
 

５,９９２ △ ５,４４６ 

別 途 積 立 金 取 崩 額  ８００ －  ８００ 

計  １,３４６ 
 

５,９９２ △ ４,６４６ 

     

これを次のとおり処分いたします。    

     

利 益 準 備 金  － ６２ △    ６２ 

     

利 益 配 当 金  ６１７ ６１７  －  

 （一株につき２２円） （一株につき２２円）   

     

任 意 積 立 金      

別 途 積 立 金  － ４,５００ △ ４,５００ 

     

次 期 繰 越 利 益  ７２８ ８１２ △ ８４ 

   

(注 )  平 成 １３年 １１月 １日に、６１７百 万 円  (１株につき２２円 )  の中 間配当を実施しております。 
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〔 重 要 な 会 計 方 針 〕 
 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 子会社株式 移動平均法による原価法 
 その他有価証券 
 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
   （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原 
  価は移動平均法により算定） 

  
 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価基準 時価法 
 
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  
 商品 個別法による原価法 
 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 
 
 
 
４．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 
定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法）を採
用しております。 

（２）無形固定資産 
定額法を採用しております。なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法を採用しております。 
 

（３）長期前払費用 
均等額償却 

 
５．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  
（２）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当事業年度において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（４４９百万円）については、当期に一括して費用計上しております。 

  
（３）役員退職慰労引当金 
役員の退職により支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

６．リ－ス取引の処理方法 
リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 
消費税及び地方消費税の会計処理方法 
税抜方式によっております。   
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（追加情報） 
 

 賞与引当金 
 

従来より、従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりましたが、賞与支給

対象期間の変更により当期は計上しておりません。したがって、販売費及び一般管理費が 

２１１百万円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は同額多く計上されております。 

 

 退職給付会計 
 

当期から退職給付に係る会計基準（｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計審議会 

平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、税引前当期純利

益は４４９百万円減少しております。 

なお、営業利益及び経常利益に与える影響は軽微であります。 

また、従来の｢退職給与引当金｣は｢退職給付引当金｣として表示しております。 

 

 金融商品会計 
 

当期から金融商品に係る会計基準（｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計審議会 

平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券の評価の方法、ゴルフ会員権の評価の方法、デリィバティブ取引の

評価の方法及び貸倒引当金の計上基準について変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比

較して、経常利益は３百万円増加し、税引前当期純利益は７９百万円減少しております。 

 

 外貨建取引等会計基準 
 

当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（｢外貨建取引等会計処理基準の改定に関する意見書｣（企

業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。この適用に伴う損益への影響はありません。 
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〔 注   記   事   項 〕 
 

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

２．貸借対照表関係 当 期 前 期 
 

有形固定資産の減価償却累計額  ８，５６５百万円  ６，４７６百万円 
債務保証予約残高      ４４８百万円  ６３６百万円 
 

３．リース取引関係 
（１）リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引 
（有形固定資産「車両運搬具」） 
                    当 期 前 期 
 （車両台数）  （１台）   （４台） 
 

リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
取得価額相当額  ５百万円  ２１百万円 
減価償却累計額相当額  ２百万円  １４百万円 
期末残高相当額  ２百万円  ７百万円 
なお、取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。 
 
未経過リース料期末残高相当額 
一年以内  １百万円  ２百万円 
一年超  １百万円  ４百万円 
合計  ２百万円  ７百万円 
なお、未経過リ－ス料相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算定しております。 
 
支払リ－ス料及び減価償却費相当額 
支払リ－ス料  １百万円  ４百万円 
（減価償却費相当額） 
 
減価償却費相当額の算定方法 
リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

（２）オペレ－ティング・リ－ス取引 
（有形固定資産 「車両運搬具」） 
  （車両台数）  （２台）  （３台） 
未経過リ－ス料 
一年以内  １百万円  ２百万円 
一年超  ３百万円  ４百万円 
合計  ４百万円  ６百万円 
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有 価 証 券 

 

 前連結会計期間に係る「有価証券の時価等」及び当連結会計期間に係る「有価証券」（子会社株式及

び関連会社株式で時価のあるものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として

記載しております。なお、当期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

 

 


